
 

平 成 22 年 度 事 業 計 画（案） 

 

 

 

Ⅰ 実 施 方 針 

 

１ 国民生活の安全・安心を守るとともに、社会経済の発展を図る上で、動物の保健衛生の向上を通

じての食の安全性の確保や口蹄疫、トリインフルエンザ、ＢＳＥ、狂犬病などの「動物の新興・再

興感染症」に対する備えが求められている。 

  一方、イヌやネコなどの飼育頭数が、１５歳以下の子供の人口を凌駕するまでに増加しているの

に代表されるとおり、これらの動物が家庭動物。すなわち「家族の一員・生活の伴侶」として、国

民生活に浸透するとともに、動物が人の医療・介護・福祉や学校教育分野に進出するなど、その担

うべき社会的役割は重みを増してきている。 

  更に、野生動物の保護管理など動物の種の多様性確保を通じての生態系の保全が全地球的課題と

されている。 

  これらは、いずれもが、動物の健康の確保や動物の福祉に配慮した適正管理により達成し得る課

題であり、人と動物が共存する社会の実現を期する上で動物の保健衛生の向上、動物関連産業の振

興、そして公衆衛生の向上を任務とする獣医師及び獣医療に対する社会的期待は高まりをみせてき

ている。 

 

２ 他方、世界経済が一昨年来の百年に一度といわれる危機に直面し、実体経済が悪化する中、国内

消費及び生産物価格の低迷など我が国の畜産業をはじめ動物関連産業界をめぐる情勢には厳しい

ものがあるが、今後とも獣医師及び獣医療が社会的要請に的確に応えていくためには、産業動物臨

床、小動物臨床、家畜衛生、獣医公衆衛生、動物福祉・愛護・野生動物保護管理、獣医学教育・試

験研究など多様な職域部門に就業する獣医師について、需要の動向に即した適正配置と人材の育成

とともに、獣医療提供の質の確保に向けた体制整備を引き続き推進していく必要がある。 

 

３ また、平成２０年１２月に公益法人に係る制度改革関連三法（以下「関連三法」という。）が施行

され、本会は、当面、特例社団法人として存続し、平成２５年までに新しい公益法人制度（以下「新

公益法人制度」という。）への移行が求められることとなったが、その手始めとして、関連三法の

手続きにより、本会は本年４月、日本動物保護管理協会を吸収合併の上、獣医師会活動を通じての

動物の福祉と愛護の増進に係る業務を承継したところである。 

 

４ 以上の状況を踏まえ、獣医師が組織する公益法人の全国団体である日本獣医師会は、獣医学術の

振興・普及をはじめ獣医事の発達と向上、動物の福祉の増進等を図ることを目的に関係する各職域

に係る公益活動を会員である地方獣医師会とともに推進するため、平成２２年度においては、特に

次の事項に配慮し、事務・事業及び組織の運営を図る。 

 

（１）「日本獣医師会・獣医師会活動指針」の制定 

   獣医師自らがその背負うべき職業倫理を達成する上で、その指針としての「日本獣医師会・獣

医師倫理綱領」については、既に『獣医師の誓い － 95 年宣言』として定めているが、公益法人

に係る制度が新公益法人制度に移行したこと等を踏まえ、高度専門職業人としての獣医師が獣医



師会活動を推進するに当たり、その指標とする理念等を獣医療に係る国際動向等を併せ踏まえ、

「日本獣医師会・獣医師会活動指針」として別紙（本通常総会議案書の表紙裏に掲載）のとおり

定める。 

 

（２）獣医師・獣医療に係る政策提言等活動 

   獣医学術、産業動物臨床、小動物臨床、畜産･家畜衛生、公衆衛生、動物福祉・愛護等の各職域

に係る諸課題については、職域別の事業運営機関である「部会」において効果的対応を図ること

とし、平成２２年度においては、各部会委員会ごとに定めた別記の検討テーマを検討・協議の上、

対処方針等を「委員会報告」としてとりまとめ、日本獣医師会及び地方獣医師会事務・事業の推

進に逐次反映させるとともに、獣医療の質の向上をはじめとする獣医療提供体制の整備について

関係機関・団体等に対する施策推進の提言活動に努める。 

 

（３）獣医学術振興・普及及び獣医師専門職人材の育成 

獣医学術の振興及び獣医療技術の普及については、学術分野別の学会活動運営機関である「学

会」において、各地区学会等における研究業績等を集大成、併せて獣医学術の最新の知見・動向

等の特別企画を内容とした「日本獣医師会獣医学術学会年次大会」を開催するとともに、日本獣

医師会雑誌（日獣会誌）を編集・発刊し、広く獣医学術の社会発信と業績評価等を通じ獣医師専

門職その他獣医療従事者の人材の育成に努める。 

また、獣医師の生涯研修及び獣医療専門技術の普及と技術・知識の向上を図るため、地方獣医

師会をはじめ獣医学術関係機関・団体の協力の下で各種学術講習会・研修会等を開催する。 

 

（４）獣医学術、獣医事、動物福祉・愛護活動の普及啓発 

   世界獣医学協会（ＷＶＡ）が提唱する「世界獣医師の日」開催事業の趣旨に呼応し、獣医師及

び獣医療そして動物の果たすべき社会的役割の市民向け普及・啓発事業を「2010 動物感謝デー in 

JAPAN ”World Veterinary Day”」として、地方獣医師会、獣医学系大学、獣医学生団体ととも

に、獣医療・動物愛護・福祉・畜産関係団体及び動物関連産業界の協賛・支援の下で１０月２日

（予定）に開催するほか、その他の普及・啓発活動を推進する。 

 

（５）吸収合併承継業務の取り組み体制 

   承継業務としての動物ＩＤ情報登録・管理・照会業務をはじめ、その他の動物福祉の増進及び

愛護精神の高揚等に係る事務・事業の円滑な執行を確保するため、関係業務を担当する職域理事

（動物福祉・愛護担当）を選任するとともに、新たに職域別の事業運営機関として「動物福祉・

愛護部会」を設置する。 

 

（６）地方獣医師会、関係省庁・機関・団体、動物関連産業界との連携及び国内・国際交流 

   地方獣医師会及び地区獣医師会連合会との連携の強化、さらには関係省庁、獣医学系大学、関

係職域団体との連携と賛助会員団体・企業等の動物関係産業界の支援と協力関係下で、本会事務・

事業の円滑な運営の推進に努める。 

なお、地区獣医師会連合会単位で開催される役員会、協議会等の場に積極的に参加し、相互の

情報・意見交換を行う一方、ＩＴ媒体等の活用を図ること等により、日本獣医師会と地方獣医師

会、会員構成獣医師との間の情報ネットワーク化を引き続き推進する。 

 

（７）会員組織基盤の強化 

   本会会員組織については、全国を活動の区域とする公益団体として、４７都道府県獣医師会と

８政令市獣医師会の全てが会員加入するとともに、日本動物保護管理協会の吸収合併を契機とし



て賛助会員団体組織の拡充が図られたところである。 

   地方獣医師会におかれては、新公益法人制度への移行の機をとらえ、獣医師専門職による公益

活動の発展・整備に資するとの観点に立ち、先に通知した新公益法人制度への移行に当たり獣医

師会活動の基盤となる会員組織の充実・強化について（平成２１年１０月２７日付け 21日獣発第

185 号）の趣旨を踏まえ、一層の会員加入の推進による組織基盤の強化に尽力願いたい。 

 

（８）新公益法人制度移行に対する対応 

   本年４月をもって日本動物保護管理協会の吸収合併が成立したことに伴い、本年度においては、

平成２３年度内の公益社団法人移行認定申請に向け、定款等諸規程の見直し・整備、会計・経理

の公益法人会計基準（平成２０年改正基準）への適用を図るなど本会組織、事務・事業の運営に

ついて関連三法による公益法人認定基準等への適合について点検・整備に努める。 

   なお、新公益法人制度移行に当たっての本会及び地方獣医師会に共通する諸課題については、

本会と地方獣医師会が連携しての協議を職域総合部会の常設委員会において、また、地区学会を

含め学会の組織及び事業運営のあり方等については、学術部会の常設委員会及び学会の正副会長

会議等において引き続き協議・検討を進める。 

 

Ⅱ 事 項 別 の 対 応 

 

１ 公益目的事業 

（１）獣医学術の振興及び調査研究並びに獣医学教育の充実に関する事項 

 ア 獣医学術学会事業（学術分野別学会の運営、獣医学術地区学会との連携など） 

   獣医学術分野別の学会活動運営機関である「学会」において獣医学術の振興・普及に努める。 

   なお、本年度の「日本獣医師会獣医学術学会年次大会」は、岐阜県獣医師会との共催により、

中部地区各地方獣医師会の協力の下で平成２３年２月１１日から１３日までの３日間、岐阜市の

「長良川国際会議場及び岐阜都ホテル」において開催する。 

   また、「学会」の運営に当たっては、各地区ごとに地方獣医師会が主催する各地区獣医学術地区

学会との連携を確保することにより獣医学術学会事業の円滑な推進に努める。 

 

 イ 獣医療政策提言等委員会事業（職域別部会(学術部会)の運営） 

   職域別の事業運営機関である「部会」の学術部会において、新公益法人制度への移行を踏まえ

学会の組織・事業運営に係る関係規程の整備を行う（Ⅰの４の(2)に前掲）。 

   なお、獣医学教育改善については、今後の獣医師の需給動向等を踏まえたうえで、社会の期待

に応え得る獣医学教育と研究基盤の強化を図るためには、「獣医学教育の改善目標」に即し、学部

体制への整備が不可欠であるとの観点に立ち、関係機関、獣医学系大学等に対する施策提言の活

動を含め、引き続き所要の対応を進める。 

   また、獣医学教育の改善・充実を目的に、文部科学省が設置した「獣医学教育の改善・充実に

関する調査研究協力者会議」の推進に引き続き協力する。 

 

 ウ 日獣会誌提供事業（日本獣医師会雑誌(以下「日獣会誌」という。)）のうち、学会学術誌の編

集） 

 

 エ 獣医学術振興普及事業（「学術部会」及び「学会」における日本獣医師会獣医学術賞の選考・審

査・表彰など） 



（２）獣医師その他の獣医療従事者の人材育成の推進に関する事項 

 ア 日獣会誌提供事業（日獣会誌の編集・発刊） 

   日獣会誌については、獣医学術の振興・普及とともに獣医学術・獣医事情報の提供及び獣医師

専門職をはじめ広く獣医療従事者の人材育成を担う学術情報媒体としての整備を推進することと

し、獣医師専門職をはじめ社会の多様なニーズに応えるべく、引き続き、「論説」、「総説」及び「解

説・報告」等の充実を図る一方、「診療室」、「意見」等のコラム・意見開陳欄において積極的な投

稿を求める等により、獣医事、動物の福祉、野生動物保護管理等を含む獣医学術総合情報の提供

媒体としてより魅力ある誌面を提供する。 

また、日獣会誌のうち学会学術誌（(1)のウに前掲）については、投稿された調査・研究論文の

原著、短報等を掲載する等により獣医師専門職としての人材育成に資するとともに、獣医学術情

報の広く内外への発信・提供に努める。 

 

イ 獣医師生涯研修事業及び獣医学術講習会研修会事業 

  日本獣医師会獣医師生涯研修事業を地方獣医師会はじめ獣医学術団体等の協力のもとで推進す

る。また、産業動物臨床・小動物臨床・獣医公衆衛生等の職域分野別の技術講習会、セミナー等

の研修会を地方獣医師会、その他獣医学術団体等の支援・協力の下、地区ごとに開催し、獣医師

専門職等の人材養成に努める。 

 

ウ 公益助成委託事業（産業動物診療獣医師確保等対策事業のうち獣医師高度技術研修対策事業） 

動物医療技術の高度化や専門分化に対応した診療獣医師に対する診療技術研修対策として、日

本中央競馬会の助成による全国競馬・畜産振興会の特別振興資金畜産振興事業として、獣医師高

度技術研修対策事業を実施する。 

 

（３）獣医事の向上及び獣医師道の高揚に関する事項 

 ア 獣医療政策提言等委員会事業（職域別部会(産業動物臨床部会、小動物臨床部会、畜産・家畜衛

生部会、公衆衛生部会、職域総合部会)の運営） 

   産業動物臨床をはじめとする各職域の獣医事対策等に係る課題の対応については、各職域別部

会の部会委員会において地方獣医師会の部会組織とも連携を確保した上で協議・検討を進める（Ⅰ

の４の(2)に前掲）。 

 

 イ 狂犬病等共通感染症対策事業及び学校動物飼育等動物介在活動支援事業（普及啓発対策と技術

講習会・セミナー等研修会・シンポジウムの開催など） 

 

 ウ 獣医師倫理普及事業（獣医師道委員会の運営、獣医師行動規範の普及など） 

   高度専門職業人である獣医師として、法令遵守をはじめとするコンプライアンスの確保等

職業倫理対策の推進に資することとし、「獣医師倫理綱領」及び「動物臨床の行動規範」等の

普及・啓発に努めるとともに、獣医師道委員会の議をへて集大成した獣医師倫理関係規程集

の獣医学系大学等における獣医師倫理教育課程における活用を推進する。 

 

 エ 公益助成委託事業（現代新疾病等用動物用医薬品実用化推進事業のうち「臨床・生産現場

の実用化推進調査委託事業」など） 

   標題の個別事業のほか、産業動物獣医師確保等対策に係る公募事業に積極的に参加する。 

 

 



（４）動物の福祉の増進及び適正管理の推進並びに動物愛護精神の高揚に関する事項 

ア 獣医療政策提言等委員会事業（職域別部会(動物福祉・愛護部会)の運営(Ⅰの４の(2)に前

掲)） 

「動物福祉・愛護部会」の運営ほか、動物愛護管理基本計画制度（「動物愛護管理基本指針」

及び「動物愛護管理推進計画」）の推進について環境省当局の指導の下で、地方獣医師会及び

動物愛護関係団体と連携し円滑な推進を協力・支援する。 

 

イ 動物適正管理個体登録等推進事業（動物ＩＤ情報の登録管理・照会対応など） 

日本動物保護管理協会から承継した動物ＩＤ情報管理事業については、動物愛護管理法が

定める動物所有者の責務とされる「所有明示措置」の円滑な推進を支援することにより動物

の所有者の意識向上等を通じ動物の適正な飼育管理に資する事業（動物適正管理個体登録等

推進事業）として改めて位置づけ、関係省庁の指導の下で地方獣医師会をはじめ動物関係団

体・産業界の支援・協力。また、動物ＩＤ普及推進会議（ＡＩＰＯ）と連携して本事業の円

滑な推進を通じ、「所有明示措置」の普及・啓発を図る。 

 

ウ 動物福祉愛護対策推進事業（「日本獣医師会日本動物児童文学賞」事業など） 

日本動物保護管理協会から承継した「日本動物児童文学賞」事業の円滑な推進のほか、動

物の福祉及び愛護の増進に係る学術振興、普及・啓発・情報提供等に努める（(1)のア、(2)

のア及びイ、(3)のイ、(4)のア、イ及びエ、(5)のア及びイに前掲）。 

 

エ 公益助成委託事業（動物適正飼養推進事業など） 

標題の個別事業を含め、動物の福祉・愛護の増進に係る公募事業に積極的に参加する。 

 

（５）獣医学術、獣医事、動物の福祉及び愛護の普及啓発並びにこれらに関する情報の収集・提

供及び相談に関する事項 

 ア 獣医事動物福祉愛護等普及啓発事業（「2010 動物感謝デー in JAPAN」の開催(Ⅰの４の(4)に

前掲)、その他「動物愛護週間中央行事」への参加など） 

 

 イ 獣医学術情報等提供事業（ホームページ、メールマガジン、プレスリリース等による情報

提供及び広報活動） 

 

 ウ 獣医療証明様式等提供事業（獣医療法定事項証明支援、獣医師生涯研修用教材提供、獣医

師資格申請手続き等支援、動物適正飼育教材提供など） 

 

 エ 獣医事・動物福祉愛護相談事業（獣医師、獣医療、獣医学教育、動物薬事、動物福祉・愛

護等に関する市民、動物関連産業界、マスメディア、その他関係機関・団体等からの相談対

応） 

 

（６）獣医学術、獣医事並びに動物の福祉及び愛護に関する国内・国際交流の推進に関する事項 

ア 獣医事対策等関係者連携指導事業（関係省庁・大学等教育機関・関係団体動物関係産業界

等との連携調整及び会議の開催、獣医師会組織基盤強化対策、関係団体等の公益目的事業に

対する後援・協賛・賛助等による支援など） 

 

イ 獣医学術交流振興事業（獣医学術国際交流、中村寛獣医学術振興資金の運営による獣医学

術振興活動） 



世界獣医学協会（ＷＶＡ）、アジア獣医師会連合（ＦＡＶＡ）等の獣医学術に関する国際機

関・団体に参加するとともに、その他の諸外国獣医師会等の関係者と連携・協力しつつ、獣

医学術及び獣医事関係情報の収集、交換等の獣医学術の国内外との振興・普及に努める。 

 

２ 共益目的事業等 

 

（１）獣医師その他獣医療従事者等の福祉の向上並びに褒賞及び慶弔に関する事項 

 ア 獣医師福祉共済事業 

   本会が契約者として実施している獣医師福祉共済事業(獣医師生命共済事業、獣医師医療共済事

業、獣医師年金共済事業、獣医師賠償共済事業及び獣医師所得補償事業)の円滑・適正な推進と普

及に努める。 

   なお、特に事業のうち、①保険契約内容が整備され、平成１９年度から新たに発足された獣医

師賠償共済事業(診療施設契約・獣医師個人契約、狂犬病予防注射事業契約)の加入の促進、②獣

医師総合福祉生命共済保険の加入率５０パーセント以上の確保については、引受保険会社ととも

に地方獣医師会との連携、協力関係のもとで会員構成獣医師等の福利厚生事業として推進する。 

 

 イ 褒賞・慶弔事業 

   「日本獣医師会褒賞規程」及び「日本獣医師会慶弔等規程」等の関係規程に基づく褒賞・慶弔

事業を実施する。 

なお、日本動物保護管理協会から承継した小学生等による動物愛護作品優秀者に対する褒賞に

ついては、新たに制定した「日本獣医師会動物愛護週間関連行事褒賞規程」に基づき対処する。 

 

（２）公益目的事業の推進に資するために行う不動産の貸付に関する事項 

   本会所有に係る基本財産の不動産貸付については、不動産貸付事業として、その適正運営を

図るとともに、固定資産の適正管理に努める。 

なお、築３０年を迎える新青山ビルの長期修繕工事に対処するための修繕特別積立てを前年度

に引き続き行う。 

 

３ そ の 他 

Ⅰ並びにⅡの１及び２に掲げた以外の事項で緊急に対応する必要が生じた事項については、必要

に応じ、理事会等における協議等の手続きを経たうえで実施する。 



【別 記】 

部会委員会（常設委員会・個別委員会）の構成と検討テーマ 
 

１ 常設委員会 

部   会 委   員   会 主 な 検 討 テ ー マ 

学 術 部 会 学 術 ・ 教 育 ・ 研 究 委 員 会
新公益法人制度移行に向けての学会の組

織・事業運営等の在り方 

産業動物臨床部会 産業動物臨床・家畜共済委員会

産業動物医療提供体制の整備に向けて 

－①新たな獣医療基本計画の制定に当た

っての対応、②食の安全確保における産業

動物診療獣医師の果たす役割、③家畜共済

事業の整備・充実（産業動物診療獣医師の

処遇確保を含む。)など－ 

小 動 物 臨 床 部 会 小 動 物 臨 床 委 員 会

小動物医療提供体制の整備に向けて 

－①動物医療におけるチーム医療の在り

方（診療施設・獣医師間の連携及び動物看

護職との関係など）、②小動物臨床における

卒後臨床研修プログラムの在り方など－ 

畜産・家畜衛生部会 家 畜 衛 生 委 員 会 人と動物の共通感染症対策における家畜衛

生と獣医公衆衛生分野の連携推進の在り方

（公務員獣医師確保対策を含む。）など 

 

注:委員会は、家畜衛生委員会と公衆衛生委員

会の合同開催 公 衆 衛 生 部 会 公 衆 衛 生 委 員 会

動物福祉・愛護部会 動 物 福 祉 ・ 愛 護 委 員 会

日本獣医師会における動物愛護・福祉対策

の推進について 

－①今後における動物愛護・福祉施策推

進の方向、②日本動物保護管理協会との合

併に伴う動物愛護・福祉対策事業推進の取

り組みなど－ 

職 域 総 合 部 会 総 務 委 員 会

新公益法人制度移行に向けての獣医師会の

組織・事業運営等の在り方（獣医師会の組織

基盤の整備対策を含む。） 

 



２ 個別委員会 

担当部会 委   員   会 主 な 検 討 テ ー マ 

学 術 部 会 

獣医師生涯研修事業運営委員会
日本獣医師会獣医師生涯研修事業の企画・

運営など 

獣 医 学 術 功 績 者 選 考 委 員 会
日本獣医師会獣医学術賞各賞（学術賞、奨

励賞、功労賞）の選考・審査など 

小 動 物 臨 床 部 会 

動物看護職制度在り方検討委員会

動物看護職制度の確立に向けて 

－①動物看護職の就業環境整備の方向、

②動物看護職の高位平準化対策（民間養

成・認定の統一的実施に向けて）③動物医

療のチーム医療体制の整備（パラメディカ

ル専門職としての公的資格制度化）など－

 

就 業 環 境 整 備 検 討 小 委 員 会

認 定 斉 一 化 検 討 小 委 員 会

統一カリキュラム策定検討小委員会

動 物 医 療 の チ ー ム 医 療

体 制 整 備 検 討 小 委 員 会

小 動 物 臨 床 部 会 

・ 

動物福祉・愛護部会 

学校動物飼育支援対策検討委員会

動物介在教育としての学校動物飼育活動の

円滑な推進に向けて 

－①獣医師等の専門家による推進・支援

対策の検討、②指導者等に対する技術研

修・指導、③地域における学校動物飼育対

策事業の推進状況の調査、④学校教育課程

における動物飼育の適正実施の普及啓発な

ど－ 

職 域 総 合 部 会 

野 生 動 物 対 策 検 討 委 員 会

 保全医学の観点を踏まえた野生動物対策の

在り方 

－①野生動物対策における獣医師の役割

等の社会提言、②ＯＩＥによる野生動物疾

病調査支援など－ 

日 本 獣 医 師 会 雑 誌 編 集 委 員 会
日本獣医師会雑誌（日獣会誌）の企画及び

編集 

助 成 委 託 事 業 関 係 委 員 会

(獣医師高度技術研修検討委員会など）
公益助成委託事業の円滑な運営 

 


